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10．「安倍首相＆フレンズ 『ただのハイテンションと思っていたら案外ガチ恐怖』
の根拠」プレイボーイ 13 号 42 頁（2014 年）
11．「考 集団的自衛権 『砂川』根拠 無理な解釈」中日新聞 2014 年 4 月 20 日朝
刊・東京新聞 2014 年 4 月 30 日朝刊
12．「安保法制懇 報告書を読む 根拠ない義理人情論」北陸中日新聞 2014 年 5 月
29 日朝刊
13．「知る権利行使 無料が原則」東京新聞 2014 年 10 月 5 日朝刊
14．「秘密指定懸念残し 運用基準 閣議決定」毎日新聞 2014 年 10 月 15 日朝刊
15．ʠNew Okinawa governor wants to block military relocation, Stars & Stripes
December 23, 2014（http://www.stripes. com/news/special-reports/year-in-revie
w-2014/new-okinawa-mayor-wants-to-block-us-military-relocation-1.320794）
16．「高浜原発再稼働差し止め――無責任の病理あらわに」東京新聞 2015 年 4 月 17
日朝刊
17．「9 条あるからこそ平和――キャンパる 在籍校の憲法学者 6 人に聞く どう見
る安保法案」毎日新聞 2015 年 7 月 10 日東京版夕刊
18．「司法試験漏えい問題」（匿名）朝日新聞 2015 年 10 月 8 日朝刊
19．「放送法」毎日新聞 2016 年 2 月 22 日朝刊
20．「憲法のいま 公布 70 年」共同通信 2 月 6 日取材・山形新聞 2016 年 3 月 7 日朝
刊，佐賀新聞 2016 年 3 月 10 日朝刊，静岡新聞 2016 年 3 月 13 日朝刊等地方紙 37





イシュー日本版 286 号 12 頁（2016 May 1）
22．「特定枠，違憲の恐れも」毎日新聞 2018 年 7 月 18 日朝刊『ミニ論点――参院 6
増きょう成立へ』
23．「参議院選挙比例代表に特定枠導入」RKB毎日放送ラジオ『仲谷一志・下田文代
のよなおし堂』生出演 2018 年 7 月 18 日
24．東京兵庫人だより「憲法著書 高校の教科書に」神戸新聞 2019 年 2 月 8 日朝
刊・総合 3面
25．「靖国懇談会 議事録が存在」信濃毎日新聞 2019 年 5 月 3 日朝刊・1面
26．「憲法訴訟論 戦争で失われた自由守るのが原点」信濃毎日新聞・連載「Ἑ部信
喜 平和への憲法学」第 6部インタビュー⑦ 2020 年 3 月 18 日朝刊
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